
○地域医療人材拠点病院支援事業の実施（H30年度開始）

県内11病院を拠点病院に指定し、拠点病院が行う小規模病院
（病床数概ね200床未満又は常勤医師概ね30人以下）等への医師派遣、

研修医の確保・養成等に要する経費を補助

⇒ 県内10の拠点病院が、延べ42ヶ所の小規模な病院・診療所に

医師派遣を実施（R元年度実績：延べ2,982人／年）

○産科医・医療機関に対する支援の実施

・ドクターバンク事業による就業（19人）、医師研究資金貸与事業による産科医の確保

・臨床研修資金等の貸与による、将来、産科を志す研修医の確保

・産科医に対する分娩手当の支給による処遇の改善

・産科医の負担軽減及び勤務環境改善のため、院内助産の普及を推進

【厚生労働省】
17 医師の確保について

長野県の状況

●住み慣れた地域で安心して暮らすため、地域が求める医療を確保

○医師の不足、偏在があり、それらの是正が必要
本県の医師偏在指標…202.5（全国37位・医師少数県）

「少数区域」の医療圏…５医療圏(※)／全10医療圏
※医療圏(335医療圏中）…上小(308),木曽(307),上伊那(286),飯伊(249),北信(245)

○産科医の不足と併せて、女性比率の高まりへの対応が必要
本県の産科医師偏在指標…10.7（全国37位・相対的医師少数県）

「相対的少数区域」の医療圏…５医療圏(※)／全10医療圏
※医療圏(284医療圏中）…上伊那(247),上小(237),飯伊(222),北信(206),長野(196)

県内の全診療科女性医師比率：16.3％(H22) → 18.5％（H30）

全国の産科・産婦人科女性医師比率：29歳以下では65.0%（H30）

取 組

地域医療人材拠点病院による人材育成・診療支援
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【補助額】
基準額
2,500千円

加算額
派遣日数や派遣

地域に応じて加算
拠点病院（11病院）

拠点病院から
小規模病院への
診療支援を促進

補助内容
県から拠点病院へ
医師の紹介を推進

長野県

拠点病院に補助

※幅広い診療能力の養成
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年齢区分 2006年 2012年(2006年比) 2018年(2012年比)

20歳代 338 359 ( +21) 427 (  +68)

30，40歳代 2,051 1,960 (▲91) 1,811 (▲149)

50，60歳代 1,241 1,687 (+446) 2,036 (+349)

70歳代超 529 502 (▲27) 535 ( +33)

合 計 4,159 4,508 ( +349) 4,809 ( +301)

医師数は増加している中で、30，40歳代が減少傾向

※幅広い診療能力の養成
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■地方の医師不足の背景には構造的な問題があり、現行制度の下で県単独の取組だけの地域医療確保には限界がある

■平成20年以降の医学部定員の臨時増もあり医師の数は増加傾向にあるが、依然、地域間・診療科間の偏在は続いており、
その是正が必要

■令和６年の時間外労働規制の適用に向け「医師の働き方改革」が推進されているが、地域医療へ大きな影響が想定され、
特に、地方の医療機関への配慮が必要

■専攻医の都市部への集中は、都道府県間の医師偏在を助長することにつながる
また、特定の地域で従事する義務を有する地域枠医師や子育て中の女性医師には、柔軟に研修を受け専門医資格を取得
できるような配慮が必要

■産科医の不足により、地域の分娩体制が持続困難になっているところもある

１ 医師偏在対策の着実な実施のための財政的支援及び臨時定員枠の継続

都道府県の医師確保計画に基づく、医師の確保・偏在対策については、幅広く、地域医療介護総合確保基金の対象とするとともに、
大学が地域と連携して医師不足の地域・診療科に医師を育成・派遣する役割を果たせるよう現在の臨時定員枠の措置を継続すること

２ 地域の実情に則した医師の働き方改革の推進

医師の働き方改革の推進のための制度設計に当たっては、地理的条件や診療科偏在等の地域の実情が反映され、地域医療が確保される
とともに、医療機関や都道府県の取組を、人的支援に加えて財政面からも支援すること

３ 専門研修における、専攻医の都市部への集中防止策の徹底、カリキュラム制による研修体制の構築

専攻医の都市部への集中を防止するためのシーリングが適正に実施されているか評価・検証を行うとともに、今後、医師偏在の解消に

に向けて重要な役割を担う地域枠医師のほか、子育て中の女性医師などが専門医資格を取得できるよう、カリキュラム制による研修体制の

構築に努めること

４ 地域における産科医の確保対策の実施

若い世代が安心して妊娠・出産に臨める環境の整備が急務であることから、産科医離れの一因である医療紛争などの訴訟リスクを
軽減し、産科医が萎縮することなく診療できる環境の整備に向けた産科医療補償制度の拡充に取り組むこと

提案・要望

課 題

・県内分娩取扱医療機関は25％減少
＜55施設（H17) ⇒ 39施設（R2.3）＞
・飯伊・木曽・大北の３医療圏での
分娩取扱いは１病院のみ

‐34‐


